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は　じ　め　に
　金本位貨幣（手形や証文を含む）は，金が価値尺度であり，貨幣と金が
兌換「等価交換」できる貨幣制度である。また，貨幣は，信用創造によ
り，発行量並びに兌換に必要な金の量が「見えざる手」によって決まると
アダム・スミスは論じている。
　貨幣は，「真実の富」である財貨を媒介する手段であるので，貨幣に価値
があるのではなく財貨に価値があるのである。従って，金銀を富として貯
蔵することは“ばかげている”と貨幣と為替の本質を論じている。
　変動相場制下の貨幣の価値尺度は，金などと兌換できる対象物が無く，
「相場」で需要と供給により価値尺度を決めている。
　そのため，相場による貨幣の価値尺度は，秒単位に変動し，アフタリオ
ンの投機的心理要因が加わってオーバーシュートするので，貨幣は「理論
的価値尺度」が「不在」であるといえる。
　ただし，変動相場制の理論的根拠としているファンダメンタルズ並びに
購買力平価の問題点については修道商学第₅₇巻 ₁ 号を参照されたい。
　本論は，変動相場制下の貨幣は兌換性がなく，「理論的価値尺度不在」の
ため貨幣と云い難いので，「通貨」と呼ぶことにする。
　さらに，変動相場制下の通貨は，法と国民の信用に支えられた通貨であ
るので，法で規制しない限り無限に発行が可能である。そのため，“過剰流
動性”により，経営並びに実体経済が歪曲され，金融ショックなどの原因
になる可能性を秘めている。
　先進国は，自国第 ₁主義で金融緩和を行えば，過剰流動性資金は短期資
本移動となって，利益を求めて世界の何処へでも移動するので，各国経済
に想定外の影響を与え，世界経済の安定成長を歪曲する原因となる。
　変動相場制は，「理論的価値尺度不在」の為替制度であるので，IMF の
設立の趣旨である「為替の安定により，世界経済の安定成長を図る」こと
が不可能な理論である。為替の変動が，世界経済の安定成長を撹乱し阻害
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する制度である。
　本論は，アダム・スミスの「真実の富」に相当する生産財である国内総
生産 GDP から算定した GDP 平価を通貨の価値尺度とすることによって為
替が安定することを検証し，次世代の理論的で公正な通貨の「等価交換」
を可能とする GDP 平価理論の為替制度を論証することにある。
　本論は，経済のコアに位置を占める通貨および為替の本質を再認識し，
fxr の変動と実体経済力による GDP 平価の実態を検証し，次の各項により
その有効性を論証することにある。
　Ⅰ項で貨幣および通貨の価値尺度の変遷を再確認して為替の本質を正す。
　Ⅱ項で為替を安定させる GDP 平価理論の定義を再確認し，
　Ⅲ項で変動相場制下の為替の変動の実態を GDP 平価理論で検証する。
　Ⅳ項でアベノミックスを GDP 平価の予測値で，その行方を分析する。
　Ⅴ項で国富である GDP 平価から fxr を検証し，過剰流動性資金による為
替の変動と実体経済への影響および通貨の等価交換の価値尺度 fxr と実体
経済の価値尺度GDP 平価との乖離（fxr/GDPpp）が，企業経営および実体
経済の安定成長に与える影響を分析する。
Ⅰ．貨幣および通貨の価値尺度の変遷
　（1）金本位制時代の貨幣の価値尺度は，金が兌換の価値尺度であった。
金本位制は，金の産出量の稀少価値，普遍性，耐用性など貨幣としての機
能と役割に最適の素材であった。
　二度にわたる世界大戦により，金の約₈₀％が米国に集中した結果，金本
位制貨幣制度の流通機能が果せなくなり，各国通貨の信用が崩れ，金本位
制は崩壊した。
　₁₉₄₄年，世界大戦終結の前年，プレトンウッズに連合国₄₅か国が集ま
り，為替レートを安定させて，自由貿易を発展させるために，ドルを基軸
通貨とする固定相場制を創設し，国際通貨体制を支える機関として IMF を
設立した。
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　（2）固定相場制は，通貨の価値尺度が「金 ₁オンス＝₃₅ドル」による金
ドル兌換制並びにドルを基軸通貨として，他通貨との交換比率を固定
（ ₁％の範囲内で変動）した固定相場制が発足した。
　しかしながら，主要国の実体経済が成長するに従って，ドルと他通貨の
価値尺度の乖離が拡大し，バランスが崩れるとドルから金に兌換が始まり，
米国は，金とドルの兌換を停止し，固定相場制を維持するためにスミソニ
アン体制で通貨の価値尺度を調整した。
　（3）スミソニアン体制（1971年～1973年）
　スミソニアン体制は，金とドルの交換比率を金 ₁オンス＝₃₅ドルから₃₈
ドルへ引き上げ（ドルは₇.₈₉％切り下げ），円は ₁ ドル＝₃₆₀円から₃₀₈円
（₁₆.₈₈％切り上げ）て調整された。また，為替変動幅は，上下各 ₁％から
上下各₂.₂₅％に拡大した。しかしながら，ドルと各国通貨との実体経済の
乖離が埋まらず，主要国は次々と変動相場制に移行したので，₁₉₇₃年に固
定相場制は終焉した。
　本論の平価理論による検証結果では，₁₉₇₁年 fxr/GDPpp の乖離率が，
　　【fxr₃.₄₉₈₃/GDPpp₁.₄₀₆₄＝乖離率₂.₄₈₇₄】，
　為替レート fxr と実体経済を表す平価 GDPpp の乖離率が約₁₄₉％，信じ
がたい乖離率である。この乖離は，スミソニアン体制が実体経済との乖離
を埋めることができなかったことを検証しており，体制を継続することが
できなかったことを立証している。
　その原因は，≪固定相場制並びにスミソニアン体制には，ドルと他通貨
の「等価交換」の理論的価値尺度が不明のため，調整できなかったと思わ
れる。≫
　（4）変動相場制は，兌換の対象となる貨幣の価値尺度の対象物がなくな
り，“相場”で決まる非兌換制（不換制）通貨となった。そのため，非兌換
貨幣の理論的価値尺度が存在しない（不在）のである。従って，本論では
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変動相場制下の，「非兌換貨幣」は，貨幣自体の価値が認められないので，
流通手段としての「通貨」と呼ぶことにする。
　為替レート fxr の通貨の価値尺度を相場で決めることは，理論的基準値が
不在であり，fxr を不安定に秒単位に変動させる結果となっている。
　為替を安定させるためには，相場で決めるのではなく，通貨の価値尺度
として，理論的根拠のある対象物を価値尺度とする必要がある。
　本論は，アダム・スミスの国富である国内総生産額は，実体経済GDPの
総額であるので，GDP 平価を価値尺度とする。そのために，GDP 平価理
論を定義し，為替の安定と経済の安定成長の可能性を検証する。
Ⅱ．GDP 平価理論の検証
1．　GDP 平価の GDPph の理論的根拠
　本論は，アダム・スミスの国富（真実の富）であり，当該国の国内総生
産額である GDP を総人口で割り，実体経済の総体値である GDPph（一人
当たりの GDP）を平価理論の指標とした。
　通常，一人当たりの GDP は基軸通貨ドルで換算して当該国の経済力の
国際比較に用いられている。
　本論は，ドル換算せず，現地通貨のまま用いて，一物一価の法則を利用
して，国の実体経済力 GDP を一物，GDPph を一価として，基準国通貨の
価値尺度に対する対象国通貨の平価を算定した。
　　国内総生産の総体値 GDPph 算定式：【GDPph＝GDP÷総人口】
2．　GDP 平価 GDPpp の理論的根拠
　本論が名目 GDP を使用する根拠は，全ての商行為が実質 GDP ではな
く，名目 GDP の世界で取引が行われているので，次の式で名目 GDP から
算定した GDPpp を通貨の価値尺度としている。
【対象国の名目 GDPph÷基準国の名目 GDPph＝対象国の GDP 平価
GDPpp】
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　名目 GDP 平価は，実体経済力である国富を基準値として通貨を「等価
交換」する理論である。なお，GDP 平価 GDPpp を変動させるとすれば，
GDP の予測値の範囲内であり，「変動（GDP）平価制」となる。
　≪GDPphは，各国の実体経済力の総体値GDPphであるので，その比で
算定された GDPpp は，「国富」を基準値とする通貨の価値尺度になる。≫
　本論は GDP 平価の有効性を検証し，「GDP 平価制」を立証することにあ
る。
3．　実体経済の総体値 GDPph および平価 GDPpp の検証
　図 ₁の GDPph の推移は，次のことを検証している。
　①₁₉₆₇年，日本の GDP の総体値 GDPph は，米国の GDPph に均衡し，
図₂の両国のGDPppは，₁₉₆₇年 ₁でクロスした。この事実は，日本がGDP
の総体値で米国と対等になり，先進国の仲間入りをしたことを両グラフが
立証している。
　②₁₉₆₇年，日本の実体経済の総体値 GDPph は米国の GDPph に均衡する
までは新興国並みの GDPph であったが，戦後のベビーブームおよび固定
相場制による fxr は，GDPpp との異常な乖離（固定相場制の弊害）が示す
通り（図 ₂参照），fxrは円安に支えられ，₁₉₆₇～₂₀₀₄年まで米国GDPphを
凌ぐ経済成長を遂げてきた事実（図 ₁参照）を示している。
　ただし，₁₉₉₀年代に入り，図 ₁の通り，日本の GDPph は，fxr の円高に
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より横ばいに推移した。その背景には，₁₉₈₉年日米構造協議が始まり，
₁₉₉₅年構造改革を受け入れるまで円高が続き，₁₉₉₈年から人口増加が₀.₂％
を切りはじめるなどの原因が影響していることを日米 GDPph の横ばいト
レンドが示している（表Ⅰ－ ₁－ ₁および図 ₂参照）。
　₂₁世紀に入り，₂₀₀₄年日米 GDP の総体値 GDPph はクロス（均衡点）
し，対等になったが，その背景にはベビーブーム時代の人々が定年を迎え
始め，日本の GDPph はその影響を受けて伸び悩み続け，横ばいの状況を
表している。
　₂₀₁₀年以降，日本は本格的に人口減少に入り，₂₀₁₃年アベノミックスの
異次元の金融緩和まで GDPph は伸び悩んできた。
　アベノミックスによって円安が進行し，GDPph は名目経済成長の兆しが
出始めている。しかしながら，人口減少による総需要減少傾向の中で，ア
ベノミックスの行方は，Ⅳ項の通り，実体経済を示す GDPpp の動向がイ
ンフレ率 ₂％定着のための異次元の金融緩和政策を困難にすることを予測
している（Ⅳ項アベノミックス参照）。
　他方，米国 GDPph はリーマンショックなどの影響もあったが，₂₀₁₀年
以降も₀.₈～₀.₇％台の人口増加を維持し，グラフの通り相対的に安定成長
を続けている。その要因は，fxr が実体経済を示す GDPpp に与える影響な
どのほかに，主に日米の人口減少率の格差（約₀.₈％前後）が日本の
GDPph の伸び悩み，米国 GDPph の成長の原因であることを示している。
　人口減少は，国内需要の減少の基本要因であり，そのため₁₉₉₈年より
GDPph の伸び悩みの兆しが出始め，他方，米国の人口は順調に伸びている
実態を表Ⅰ－ ₂および図 ₁が検証している。
　振り返ってみると₁₉₉₅年対ドル GDPpp は，日米構造協議を受け入れた時
の乖離率は₃₅％の円高であったが，₁₉₉₈年 fxr/GDPpp ₁ 桁の乖離率₂.₄₄％
円安に調整され，₂₀₁₂年 GDPpp₀.₇₉₇₉，－₂₀.₂₁％まで一直線に GDPpp は
円高に向かっている事実を図 ₁の GDPph および図 ₂の GDPpp が反映して
いる。
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4.　相場理論の理論的根拠の検証
　fxr が秒単位に不安定に変動することは，通貨と為替の本質に反する。ま
た，実体経済に反する理論的問題点は，次の通りである。
　変動相場制の通貨の価値尺度は，購買力平価 ppp に理論的根拠を置いて
いる。しかしながら，ppp の価値尺度は，消費者物価指数に理論的根拠を
置いているが，₁₉₇₃年変動相場制移行時の ppp を₁₀₀とした場合，現在の
為替レート fxr と ppp の乖離が非論理的に乖離している（修道商学第₅₇巻
₁ 号参照）。
　そのため，基準年を定め，その年の ppp を₁₀₀として fxr の価値尺度の理
論値を決めているが，基準年が代わるたびに ppp の数値が変わるので，理
論値が無数に存在することになり，ppp は理論的根拠と云い難い。
　一方，為替市場は，需要と供給による“相場”で fxr が決まるので，ppp
の理論値は単なる目安に過ぎない状態であり，理論的根拠と云えない。
　不換制通貨の価値尺度は何を理論的根拠にして価値尺度を決めるのが正
しいのであろうか。
　アダム・スミスの国富である「真実の富」は，マクロの視点で現在の国
内総生産である GDP に相当するので，通貨の価値尺度は国内総生産 GDP
が通貨の価値尺度となろう。GDP 以外に通貨の価値尺度とする理論的根拠
が見当たらない。
　本論は GDP 平価の有効性を fxr の変動の実態で検証し，「変動（GDP）
平価制」を実証することにある。
5.　GDP 平価 GDPpp の検証
　GDP 平価理論は，図 ₂ の通り，fxr は相場によってオーバーシュートし
ながらも，変動相場制移行後は，実体経済の総体値から算定したGDPppを
基軸に長期的に収斂・連動しているので，GDP 平価理論の正当性を検証し
ている。
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（1）　固定相場制崩壊の検証
　IMF の IFS 統計は，₁₉₅₂年日本の fxr₃.₆₁₀₀/GDPpp₃.₀₄₄₁＝₁.₁₈₅₉，乖
離率₁₈.₅₉％でスタートし，₁₉₇₂年 fxr₃.₀₃₁₁/GDPpp₁.₄₅₁₅＝₂.₀₈₈₃，
₁₀₈.₈₃％乖離を拡大して変動相場制に移行している。固定相場制の₂₁年
間，fxr が固定されていたため₁₉.₁％の変動に対し GDPpp は₃.₀₄₄₁から
₁.₄₅₁₅になり，₁₀₉.₇₂％，実体経済は円高に成長している。
　₁₉₆₇年 GDPpp が ₁ にクロスし，日米経済力が対等になったにも拘わら
ず fxr が ₁ドル＝₃₆₀円に固定されていたために fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₀₂₃₁＝
₃.₅₁₈₅乖離率₃.₅倍，先進国として最大の乖離率に拡大している。
　これらの事実は，金ドル兌換制下のドルと他通貨の「交換価値尺度」を
固定し，実体経済を無視したことが誤りであったことを示している。
　付言すれば，ドルと他通貨の「等価交換」の理論的価値尺度が「存在」
しないため，乖離の判断が不可能であったことが，固定相場制崩壊の原因
であったことを立証している。
　しかしながら，視点を変えれば，₁₉₇₂年の fxr₃.₀₃₁₁/GDPpp₁.₄₅₁₅＝
₂.₀₈₈₃，乖離率は fxr が GDPpp に対して約 ₂倍，円安ドル高に乖離してき
たことが，日本の実体経済を高度成長させた要因であることを検証してい
ると言えよう。
（2）　変動相場制下の fxr と GDPpp の変動と乖離の検証
　₁₉₇₃～₂₀₁₂年，変動相場制移行後の₄₀年間の年平均為替レート fxr およ
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び GDPpp の変動の推移（表Ⅰ－ ₃参照）は，次の事実を検証している。
i）fxr および GDPpp の長期的変動の検証
　fxr は，1973年271.70円から2012年79.79円になり，40年間で191.91円，
年平均4.7978円の円高，4.7978円÷191.91円＝0.0250，年率2.5％の円高で
推移している。
　一方，GDPpp は，1973年157.17円から2012年75.86円になり，40年間で
81.31円，年平均2.033円の円高，2.033円÷81,13円＝0.0251，年率2.51％
の円高で成長している。この間GDPppの変動は，安定して推移している。
　この40年間，fxrがGDPppを基軸に不安定に変動しながらも長期的には
ほぼ同率で GDPpp に収斂・連動していることを立証いている。
　≪この事実は，GDP 平価 GDPpp の理論性と安定性を検証しており，
GDP 平価理論に代えることによって為替が GDPpp で安定し，世界経済
の安定成長を可能にすることを実証している。≫
ii）fxr と GDPpp の変動と乖離の検証
　₁₉₇₃～₈₅年の₁₃年間で₃₀％～₇₀％前後の円安が₁₂回生じている。この異
常な円安の乖離率は，固定相場制時代の異常な乖離が調整されないまま，
その流れを受け継いでおり，さらに₁₉₇₃年，₁₉₇₈年 ₂ 回のオイルショック
並びに₁₉₈₀年代前半のレーガノミックスのドル高・円安の影響が加わって
いたのが原因である。
　①₁₉₇₃年 ¥fxr₂.₇₁₇/¥GDPpp₁.₅₇₁₇＝₁.₇₂₈₇，固定相場制時代の fxr の影
響を引き継ぎ乖離率₇₂.₈₇％円安であるが，円を基軸にしたクロスレート・
ドルの同乖離率は，$fxr₀.₃₆₈₁/$GDPpp₀.₆₃₆₂＝₀.₅₇₈₆，同乖離率は
₄₂.₁₄％ドル高であった。
　②₁₉₈₅年 fxr₂.₃₈₅₄/GDPpp₁.₅₂₆₂＝₁.₅₆₃₀，乖離率₅₆.₃％円安。ただ
し，円を基準にしたクロスレート・ドルの同乖離率 fxr₀.₄₁₉₂/GDPpp 
₀.₆₅₅₂＝₀.₆₃₉₈は₃₆.₀₂％ドル高であった。
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　この異常な乖離は，世界経済の安定成長を阻害するので，プラザ合意で
G₅ の通貨が本格的に調整された。その結果，₁₉₈₇年のドル円は一桁の乖離
₃.₀₈％円高，円ドルは₃.₁₈％ドル安に乖離が収斂・連動した。この間，乖
離拡大期間₁₃年，収斂期間 ₂年である。
　変動相場制が軌道に乗ったと思われたが，プラザ合意後，同乖離率が
₃₀％を超える円高により，実体経済に大きな変革が起きたのである。
iii）1985年以降の年別の fxr と GDPpp の変動と収斂の検証
　GDPpp に対する fxr の乖離は，₁₉₈₅年₅₀％を超える大幅な円安の変動に
も拘らず，₁₉₇₃～₂₀₁₂年間の長期変動は fxr がオーバーシュートしながら
も，GDPpp を基軸に乖離率が一桁台に収斂・連動する事実は，GDP 平価
理論が正しことを検証している。
　特に，₁₉₈₅年，プラザ合意の調整後，₁₉₈₇年₃.₀₈％円高，₁₉₉₈年₂.₄₄％
円安，₂₀₀₄年₉.₂₂％円安および₂₀₁₂年【fxr₇₉.₇₉円／GDP 平価₇₅.₈₆円＝
₅.₁₈％円安】，同乖離率が一桁に収斂し，GDP 平価制が機能していること
を立証している。
　①日米構造協議の影響：
　1985年プラザ合意後，₁₉₈₉年，日本の経済構造は競争原理が機能し難
く，資本主義経済構造として問題があるので，日米構造協議が発足した。
　₁₉₉₀年代，二桁の円高が ₈回その内 ₅回が₁₉₉₀～₉₅年に起き，ついにそ
の乖離率が₉₅年₃₅％の円高になり，日本は構造改革を受け入れ，終身雇用
体制，年功序列賃金体制，系列取引などが崩壊した。プラザ合意から日米
構造協議受入れまで₁₁年，収斂期間 ₂ 年を経て₉₈年一桁の円安乖離率
（₂.₄₄％）に収斂・連動した。
　当初，日本の経済成長は，欧米の視点から見て，日本的経済・社会構造
（終身雇用体制や系列取引の商慣習等）が競争原理に反する問題があるとし
て，「日米構造協議」が始まったが，同協議が長引いた。米国のピアソン経
済研究所所長は，円高にすれば構造協議がまとまると提言し，ついに₁₉₉₅
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年₃₅％の円高を記録するに至り，経済構造改革を受け入れ，日本的商慣
習，終身雇用体制，年功序列賃金体制が崩壊し，欧米並みの経済構造に改
革した。この助言は，為替操作が可能であることを裏付ている。
　そのショックが，山一證券や北海道拓殖銀行を始め，日本の金融機関が
倒産・合併し，主要₁₃銀行が ₃行に吸収・合併した。
　②リーマンショック：
　₁₉₉₅年日米構造協議成立から₂₀₀₈年リーマンショックまでの期間は₁₃
年，また，その ₃年後に一桁に収斂した。
　₂₀₀₂年以降，二桁の円安ドル高が続き，₀₇年₃₂.₇％円安，円を基準にし
たクロスレート・ドルは ₂₄.₆₄％，約₂₅％のドル高の影響がショックを拡
大し，₀₈年「リーマンショック」の原因になった。
　その原因は，米国の住宅価格の上昇率が鈍化し，これに伴って₂₀₀₇年サ
ブプライムローンの返済・延滞納問題が顕在化し，リーマン社の資金繰り
が悪化して，信用不安が起きた。
　サブプライムローンは，貸付債権を証券化し，金融商品として国際的に
販売していたので，サブプライムローンを証券化したリーマンブラザース
の信用力の低下が金融商品そのものの信用力の低下につながり，これに投
資していた欧米の金融機関やヘッジファンドが損失を被った。リーマン
ショックは，損失資金調達の目的から株式を売却する動きが加速し，世界
的な株価の暴落を招いた事件である。
　米国は，金融緩和によりショックの収拾をはかったが，過剰流動性の調
整は₂₀₁₇年現在も続いている。
　BIS は，金融ショックから国際金融機関の連鎖を守るために，BIS 規制
による自己資本に対する留保比率 ₄％から ₈％へ，さらに将来のショック
に対応するために₁₆％～₂₀％に引き上げが検討されている。
　資本主義の原理を損なう比率であり，自己資本の留保規制措置である。
　≪上記の事実は，fxrの不安定性により，実体経済を表すGDPppとの乖
離の拡大が，一つの金融機関の破綻によって，国際金融システムが連鎖反
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応を起こし，国際金融市場に連鎖する事実を実証している。即ち，通貨の
価値尺度無き fxr の不安定性の拡大が国際金融システムのショックの引き
金になることを実証していると言えよう。≫
　これまで，fxr/GDPpp の乖離が₃₀％前後の円高に拡大するとほぼ₁₂年周
期でショックが起きているが，問題が解決の目途が立つと，ほぼ ₁～ ₃年
で fxr/GDPpp の乖離率が ₁桁に収斂・連動している。
　この事実は，fxr が，GDP 平価を基軸に変動していることを立証してお
り，平価が理論値として正しいことを実証している。
　次世代の為替制度として通貨の価値尺度が明確な「GDP 平価制」は有効
な制度であろう。
iv）fxr の変動と企業の採算レートの検証
　実体経済は，全上場企業の売上高に対する純利益率が現在約 ₅％程度で
あるので，fxr が ₅％を超える円高は企業採算を悪化させる。また，企業採
算の格差や統計などの誤差が，仮に ₅％程度あるとすれば，fxr が₁₀％を超
える二桁の円高は，企業の存続に影響を与えることになる。
　₂₀₁₇年現在，fxr に対する企業の採算レートが，約₁₀₅～₁₁₀円であるの
で，fxr が純利益率各 ₅％および誤差 ₅％を差し引くと企業採算レートの限
界水準が₉₅～₁₀₀円となる。従って，fxr が₁₀₀円を切り上げ始めると企業採
算が悪化し始め，実体経済もまたその影響を受けはじめるであろう。
　即ち，fxr が₁₀₀円を切り上げると，日本企業の競争力は fxr₁₀₀円，₂₀₁₇
年の予測値（Ⅳ項の表 ₁－ ₅ 参照）GDPpp₇₂.₂₂円を基準に検証すると対
ドルで GDPpp ₃₈.₅％，円安であるにもかかわらず，競争力が低下し始め，
企業の採算も悪化し始めることになる。
　日本の国内企業の競争力が低下していると見なすべきか，または，異次
元の金融緩和による過剰流動性が引き起こした金融相場の弊害であるのか
（通貨の本質は金融商品ではないことに留意），金融緩和が総人口減少によ
る総需要減少トレンドに機能しない原因があるのか，何れも重要課題で
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ある。
　他方，円高は，輸入商品が安くなり，自国内で価格競争が激化し，デフ
レマインドを造成するので，国際競争力が低下する悪循環を招く政策にな
るかもしれない。
　視点を変えると円高はデフレ要因であるので，国民の資産を増価させる
好ましい結果と云えよう。国富を増やす政策は，デフレに対応できる企業
の体質改善並びに総需要を増加させる国の政策（人口増加，教育・研究開
発・付加価値生産など）が課題であり，低成長になる先進国は国民の利益
になるデフレ政策こそが好ましい政策となるのではなかろうか。
　デフレの度合いによって，物価および賃金の引き下げを連動させる政策
に改革する必要があろう。
≪国の政策は国民のためにあるのか，企業のためにあるのかが問われてい
る≫
v）変動相場制の問題点と企業採算点
　①変動相場制の問題点：fxr には GDP 平価理論のように理論的価値尺度
がない。
　そのため，乖離 fxr/GDPpp の乖離が拡大するとその原因を把握する理論
的手段が相場理論にはないため fxr はオーバーシュートし，その影響を受
けて実体経済が歪曲され，阻害される。その結果として，同乖離の拡大
は，ショックの原因となり何等かの事件が起きるとそれが引き金になる。
　②企業採算点：優良企業が，実体経済 GDPpp と為替レート fxr の乖離が
₂₀％を超える通貨高がはじまると企業の採算割れが表面化しはじめ，減収
減益などの連鎖が起こり，企業の体質が疲弊しはじめ，倒産の要因になる。
　企業の経営が行き詰まると関係取引先にも連鎖する。また，取引銀行等
にその影響が及び不良債権となって金融ショックの引き金になる。
　その結果，グロ―バル経済では國際金融システムに連鎖することになる。
　非兌換制通貨の交換価値を相場で決めることは，通貨を金融商品と見な
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しているので，通貨の本質に反する行為であると考えるのは誤りであろう
か。通貨の本質を見失った変動相場制は，優良企業の経営採算を犯す結果
を招き，実体経済の安定成長を犯す原因になる。通貨の等価交換が成立し
ない為替制度は，為替の本質に反する制度であると考えるのは誤りであろ
うか。
　本論は，アダム・スミスの「真実の富」を国富の価値尺度とするGDP 平
価理論以外に該当する理論が見当たらないので，GDP 平価理論を提示して
いる。
Ⅲ．fxr と GDPpp の乖離と収斂の検証の成果
　国富は，アダム・スミスの「真実の富」である生産財貨が国内総生産
GDP に相当するので，非兌換通貨の価値尺度は GDP から算定した平価が
最も相応しく，それ以外に価値尺度となる対象が見当たらない。
　本論で検証している通り（Ⅲ項－ ₁ 参照），fxr の不安定な変動は，
GDPpp を基軸に，長期的に収斂・連動を繰り返して変動しており，GDP
平価理論の理論的根拠の正しさを立証している。
　アダム・スミスの国富を価値尺度とする GDPpp と変動相場制による fxr
の乖離が，年平均₁₅％円高を超えると企業の耐久力が衰えはじめ，実体経
済が歪曲・阻害され，特に，通貨高の国でショックや変革が起きる原因に
なっている。
　さらに，相手国の fxr と GDPpp の乖離率が₂₅～₃₀％通貨高になると自国
が，₅₀～₆₀％通貨安の水準に達すると通貨高の国の実体経済が阻害され，
金融ショックなどの事変が起こる原因となる。事変は，金融経済政策によ
り改善或いは改革が行われると fxr が数年後に実体経済を表す GDPpp に連
動・収斂している。
　しかしながら，相場で通貨の価値尺度を決める限り，延々とショックを繰
り返し，正しい為替理論による為替市場が確立できないので，根本的解決
が期待できない。その結果は，企業および実体経済の安定成長を阻害する
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だけではなく，国富の損失と国民の豊かな生活を脅かし続けるであろう。
　通貨と為替の本質に立ち返り，相場理論から脱却しない限り，または，
人間の欲望本能を是正できない限り，IMF の設立趣旨である為替の安定に
より世界経済の安定成長を図る目的は，永遠に達成できないであろう。
　GDP 平価理論に代われば，為替の安定により，世界経済成長の安定成長
が可能になろう。
　本論文は，GDP 平価理論の通貨の価値尺度であるGDPppを基準にして，
注：図 ₁．の曲線はドルを ₁とした円の価値尺度を次のとおりを表している。
1 ）fxr＞1：円レートがドルよりも円安である比率を示す。
 fxr＜1：円レートがドルよりも円高である比率を示す。
 fxr≒1：円レートがドルレートと均衡（等価）の状態を示す。
2 ）GDPpp＞1：米国の実体経済を表すドルの平価 GGDPpp1.0を基軸にした日本
円の平価の尺度（GDPpp－1＝円安の比率）を示す。
 GDPpp＜1：米国の実体経済を表すドルの平価 GGDPpp1.0を基軸にした日本
円の平価の尺度（GDPpp－1＝円高の比率）を示す。
 GDPpp≒1：米国の実体経済を表すドルの平価 GGDPpp1.0を基軸にした日本
円の平価の尺度が均衡（等価）の状態を表す。
3 ） fxr＞GDPpp：fxr が実体経済を表す GDPpp よりも円安の傾向を示す。
 fxr＜GDPpp：fxr が実体経済を表す GDPpp よりも円高の傾向を示す。
 fxr≒GDPpp：実体経済と為替レートが均衡状態であることを示す。
4 ）fxr/GDPpp＞1：日米の実体経済を表す GDPpp と fxr の乖離率であり，インフ
レトレンドの相対値を表す。
 fxr/GDPpp＜1：日米の実体経済を表す GDPpp と fxr の乖離率であり，デフレ
トレンドの相対値を表す。
 fxr/GDPpp≒1：日米の実体経済を表す GDPpp と fxr の乖離が日米経済の均衡
状態を表す。
図 3 ．1973年以降の fxr，GDPpp および fxr/GDPpp 乖離率の変動の推移
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為替レート fxr との乖離 fxr/GDPpp，即ち，実体経済力を表す GDPpp 平価
と相場による fxr の乖離率と収斂率を再検証し，次世代の通貨の価値尺度
並びに為替制度の参考にする。
　₁₉₇₃年変動相場制移行年から₂₀₁₅年までの₄₃年間の fxr/GDPpp の乖離率
の変動は，次のグラフの通り上記の事実を示している（表 ₁参照）。
　この₄₀年間，平価理論を基軸にした GDP 平価（GDPpp）と為替レート
（fxr）の乖離率（fxr/GDPpp）で相場理論の変動の問題点を検証すると次
の通りである。
　₄₃年間の年平均の一桁の乖離率が ₉回，その内の円安に乖離したのは ₄
回，円高が ₅回ある。二桁の乖離率が₃₄回，その内，円高が ₈回，円安が
₂₆回である。
　その内容は，円安は固定相場制の影響を受けて₁₉₈₆年まで₁₄回継続，残
りは円安時代に入った₂₀₀₀年代である。また，円高の ₈回は₉₀年代の円高
時代であった。
　理論上，fxr と GDPpp は均衡すべきである。が，しかし，相場による fxr
の不安定性は，fxr と GDPpp の乖離率に現れており，また日本は耐久力の
ある国ではあるが，対ドル円の乖離率が【60％円安或いは30％円高】を超
えて推移すると異常事態が生じてきた事実を検証してきた。
　≪その周期は，GDP 平価の基準値で fxr を検証すると12年前後である≫
　GDPpp を基準値として fxr の乖離率は図表のとおり，【通貨安25％＝通
貨高20％】また【50％通貨安≒33.34％通貨高】であり，それらを超えはじ
めると次の重大な変革やショックが起きている。
　1973年変動相場制移行後から1985年プラザ合意，1995年日本の構造改革
受け入れ，そして2008年リーマンショック，次の12年の周期は2020年オリ
ンピック開催年であるので，アベノミックスの予測値などから変革の予測
をⅣ項で論証することとする。
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Ⅳ．アベノミックスの検証
（1）　アベノミックスの経済指標の目標値とその実態
　アベノミックスは，₂₀₁₃年，先進国の標準成長率【実質成長 1 ％＋イン
フレ率 2 ％＝名目成長率 3 ％】を目標にした。しかしながら，異次元の金
融緩和政策（毎年₈₀兆円）にも拘らず，インフレ率 ₂％が達成できない。
₂₀₁₅年の fxr/GDPpp 乖離率は【fxr₁.₂₀₁₃/GDPpp₀.₇₄₇₈＝₁.₆₀₆₅】“60.7％”
（₁₄年₄₂.₄％，₁₃年₂₉.₆％）を記録した。
　≪過剰流動性は，為替レートを円安にしたが，需要なき経済社会は，自
国の実体経済をインフレ化にできないことを立証している。≫
　異次元の過剰流動性にも拘らず「貨幣数量説」は機能せず，インフレ目
標 ₂％が達成できないので，さらに，政策金利“マイナス金利”を導入し
た。その結果，財政収支・政府債務残高約₁,₂₀₀兆円，GDP の₂₄₀％（米国
は約₁₁₀％，ドイツは約₇₀％，英国は約₈₀％など）となり，米国の実体経済
の ₂倍を超える先進国 ₁の借金大国になった。
　『統一通貨ユーロへの参加条件は，政府債務残高が GDP の60％以内の健
全財政を参加条件とした。日本はその 4 倍になっている』
　何故このような財政赤字になったのか，政治は，国民のためにあるの
か，企業のためにあるのか，または，政治家は何をしてきたのかが問われ
ている。
（2）　アベノミックスのゼロ金利政策・過剰流動性の問題点
　アベノミックスのインフレ目標 ₂％は，為替を円安にして輸出競争力を
付けることおよび財政赤字₁,₂₀₀兆円の ₂％，毎年₂₄兆円が，インフレによ
り軽減することにあるのか。
　しかしながら，一方では，年₈₀兆円の過剰流動性による財政収支の悪化
は，プライマリバランスの赤字を増大させ，仮に金利上昇局面に入ると
₁％の金利上昇で₁₂兆円，財政収支が悪化するので，財政破綻しかねない
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状況下にある。また，インフレ化が実体経済に織り込まれ，名目経済成長
率が達成できるためには，更に時間か必要であり，人口減少下の日本で
は，総需要が減少するので，インフレは不可能に近いと想定する。
（3）　アベノミックスの行方と予測値
　IMF の IFS 統計をもとに「真実の富」である国富で算定した GDP 平価
の予測値はは次の通りである。
　≪IT（情報技術），AI（人工知能）時代に相応しく，出産並びに死亡届
が提出された時点で，リアルタイムに正確な統計を作成する等，統計の環
境整備が重要課題である。≫
表Ⅰｰ5ｰ1．日米名目 GDP と同成長率および同総人口と同前年比伸び率の推移
日本 日本 日本 日本 米国 米国 米国 米国
名目
GDP
同成
長率
総人口
前年
比率
名目
GDP
同成
長率
総人口
前年
比率
₂₀₁₂ ₄₉₄₉₅₇₀ ₁.₀₅₀₂ ₁.₂₈₄₃ ₀.₉₉₉₄ ₁₆₁₅₅₃ ₁.₀₄₁₁ ₃.₁₃₃₄ ₁.₀₀₇₄
₂₀₁₃ ₅₀₃₁₇₆₀ ₁.₀₁₆₆ ₁.₂₈₃₁ ₀.₉₉₉₁ ₁₆₆₉₁₅ ₁.₀₃₃₂ ₃.₁₅₅₄ ₁.₀₀₇₀
₂₀₁₄ ₅₁₃₆₉₈₀ ₁.₀₂₀₉ ₁.₂₈₁₆ ₀.₉₉₈₈ ₁₇₃₉₃₁ ₁.₀₄₂₀ ₃.₁₇₇₂ ₁.₀₀₆₉
₂₀₁₅ ₅₂₉₉₅₄₀ ₁.₀₃₁₆ ₁.₂₇₉₇ ₀.₉₉₈₅ ₁₈₀₃₆₇ ₁.₀₃₇₀ ₃.₁₉₉₃ ₁.₀₀₇₀
2016 5369650 1.0132 1.2775 0.9983 185691 1.0295 3.2218 1.0070
2017 5480265 1.0206 1.2758 0.9987 192271 1.0354 3.2443 1.0070
2018 5593158 1.0206 1.2742 0.9987 202538 1.0534 3.2670 1.0070
13～16年
平均値
1.0206 0.9987 1.0354 1.0070
資料：①₂₀₁₂～₁₆年の統計は，IFS 統計₂₀₁₇年 yearbook を採用した。
 ② ₂₀₁₇～₂₀₁₈年の GDP および人口の予測値（斜めの数字）は，₂₀₁₃～₂₀₁₆
年の平均値を採用して算定した予測値である。
 ③ 表Ⅰ－ ₁～表Ⅰ－ ₄ は IFS 統計₂₀₁₆年 yeabook，表Ⅰ－ ₅－ ₁～表Ⅰ－
₅－ ₃は₂₀₁₇年 yearbook の統計値を採用したので，₂₀₁₂～₂₀₁₆年の統計
値に誤差がある。
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　アベノミックスの異次元の金融緩和を行った₂₀₁₃年～₂₀₁₆年の ₄年間の
日米の総人口並びに GDP の平均値で，₂₀₁₇年および₁₈年の GDPpp の予測
値を算定した。また，予測期間の fxr は，企業採算レートの₁₁₀円を採用
し，実体経済力平価 GDPpp と fxr の乖離率から金融緩和終了後の fxr の動
表Ⅰｰ5ｰ2．日米の ¥GDPph，$GDPph およびその前年比の推移
日本 米国 ¥GDPph $GDPph
¥GDPph $GDPph 前年比率 前年比率
₂₀₁₂ ₃₈₅₃₉ ₅₁₅₅₈ ₁.₀₅₁₁ ₁.₀₄₁₄
₂₀₁₃ ₃₉₂₁₆ ₅₂₈₉₈ ₁.₀₁₇₆ ₁.₀₂₆₀
₂₀₁₄ ₄₀₀₈₃ ₅₄₇₄₃ ₁.₀₂₂₁ ₁.₀₃₄₉
₂₀₁₅ ₄₁₄₁₂ ₅₆₃₇₇ ₁.₀₃₃₂ ₁.₀₂₉₈
2016 42032 57636 1.0150 1.0223
2017 42957.2 59266.9 1.0220 1.0283
2018 43902.3 60944.1 1.0220 1.0283
₂₀₁₃～₁₆年平均値 1.0220 1.0283
資料：表Ⅰ－ ₅－ ₁より算定した。
表Ⅰｰ5ｰ3．fxr，GDPpp と fxr/GDPpp 乖離率の推移
fxr GDPpp fxr/GDPpp GDPpp
前年比率
₂₀₁₂ ₀.₇₉₇₉ ₀.₇₄₇₅ ₁.₀₆₇₄ －
₂₀₁₃ ₀.₉₇₆₀ ₀.₇₄₁₃ ₁.₃₁₆₅ －0.0082
₂₀₁₄ ₁.₀₅₉₅ ₀.₇₃₂₂ ₁.₄₄₇₀ －0.0123
₂₀₁₅ ₁.₂₁₀₄ ₀.₇₃₄₆ ₁.₆₄₇₈ 　0.0032
2016 1.0879 0.7293 1.4918 －0.0072
2017 1.1000 0.7248 1.5176 －
2018 1.1000 0.7204 1.5270 －
14－16年平均比率 1.1193 0.7320 1.5289 －0.0054
資料：表Ⅰ－ ₅－ ₁および表Ⅰ－ ₅－ ₂より算定した。
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向並びにアベノミックスの行方を予測する。
　表Ⅰ－ ₅－ ₁～ ₃の通り，グローバル経済下における日本の総人口が年
平均₀.₁₃％減少するが，米国は₀.₇％増加する。また，GDP においても日
本₂.₀₇％減少，米国₃.₅₄％増加するので，¥GDPph が年平均₂.₂％，
$GDPph が₂.₈₃％増加する。その結果，異次元の金融緩和による₂₀₁₄～₁₆
年の実体経済を表す GDPpp は，インフレは目標に反して“年平均₀.₅₄％
円高”に向うことを予測しているので，実体経済はデフレトレンド構造に
なっている。
　GDP に占める輸出比率は，₂₀₁₅年で₁₄.₂₅％である。GDPpp から判断す
るとインフレ目標 ₂％のに対するその影響は₀.₂₈％である。
　ただし，量的金融緩和を止めれば fxr は，GDPpp₇₂.₉₃円を目指すので，
デフレ経済構造の中で持続的インフレの定着化は困難と想定される。
　従って，金融緩和を止めると fxr は反転して円高に向かうので，企業の
採算レートである₁₁₀円を切ると徐々に悪化し始め，₁₀₀円を切ると輸出関
連の取引が採算割れになる。その理由は，全上場企業の純利益は ₅％程
度，中小企業の純利益率は ₂％程度であるので，fxr が₁₁₀円を割り込むと
輸出関連取引の採算が悪化し始め，₁₀₀円を切ると連鎖反応により利益が赤
字になり，デフレ経済に入ることを示している。
　fxr/GDPpp 乖離率の影響は，₂₀₁₆年 fxr₁₀₈.₇₉円／GDPpp₇₂.₉₃円乖離
率₄₉.₁₈％の円安に乖離，ドルは“約33％ドル高”であるので，fxr が₁₂₀円
を超えることは期待できない。
　₁₉₉₅年日米構造協議を受け入れた時の fxr₉₄.₀₆円／GDPpp₁₄₄.₇₁円，乖
離率“35％円高”は，₅₃.₈₄％ドル安の乖離であった。
　また，₂₀₀₇年リーマンショック前年の fxr₁₂₀.₉₉円／GDPpp₁₃₇.₅₁円乖
離率₃₂.₇％円安は，“24.64％ドル高”で金融ショックが起きている。
　これらの事実は，先進国においては何れも通貨高が，平均純利益率約
₅％の ₅倍程度（₂₅％前後）を超える通貨高が続くと企業の体力が無くな
り，通貨高の国でショックが起きやすくなる。（表Ⅰ－ ₃，表Ⅰ－ ₄参照）
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　異次元の金融緩和が続く間は，総供給は無限の可能性があり，金融商品
（株や債券など）が上昇し易いが，総人口減少下では総需要が減少する。
fxr/GDPpp 乖離率が示唆している通り，量的金融緩和を止めると fxr が
GDPpp に収斂し始め，グローバル経済下の日本は異次元の金融緩和を止め
るとインフレが期待でき難い経済社会構造になっている。
　そのため，金融緩和を中止し，欧米並みに出口政策に入ると表Ⅰ -₅-₃で
予測した通り，実体経済を表す GDP 平価（GDPpp）が₇₀円台前半を目指
して，確実に円高が進み，デフレ経済の再燃が予測される。
　過剰流動性問題は，変動相場制には金本位のように兌換の価値尺度がな
いので，法で規制しない限り無限大に通貨の発行が可能である。ただし，
財政力および経済力の限界を超えると国の信用が失墜し，ハイパーインフ
レの危険性がある。統一通貨ユーロ参加条件は，健全財政を持続するた
め，財政収支・政府債務残高が GDP の₆₀％を上限に参加を認めている。
　仮に，金融ショック対策を考慮しても，GDP を超える過剰流動性は，国
民の豊かな生活を脅かす要因になる。GDP の₂₀₀％を超える過剰流動性は
ハイパーインフレの可能性を秘めている。世界経済の安定成長のために過
剰流動性に対する国際ルールを造ることが重要課題であろう。
　政府の財政問題は，プライマリバランスの範囲内に収めることが必須条
件である。それを超える政府の財政赤字は，負の連鎖を起こし，消費税を
欧州並みの₂₀％台に引き上げざるを得なくなり，国民の豊かな生活を破た
んする危険性を秘めている。
　マイナス金利政策問題は，金利による金融経済政策の調整機能を失って
いる。さらに，過剰流動性の出口政策に入る過程で金利が上昇するので，
プライマリバランスの維持が困難になる。仮に，マイナスからゼロ金利を
維持するためには，金融緩和を続ける必要があるので，さらに，財政負担
に負荷が掛かる。先進国 No. ₁ の財政赤字国日本の財政問題は，すでに危
険水準を超えているので，国の格付けが B クラスに下がり始めるとハイ
パーインフレ問題が浮上し始め，豊かな生活が不可能になろう。
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　ハイパーインフレは，国民が人生を掛けて蓄えた富を失うことであり，
政府の金融・経済政策として許されることではない。
　上記の問題から判断して，異次元の金融緩和は，何時までも続けること
は不可能である。
　そのため，異次元の金融緩和が終わるとき，GDP 平価が持続的に円安に
なる理論的根拠がない限り，為替レート fxr は₇₀円台を目指して円高に向
かい，デフレに突入する可能性を示唆している。また，デフレによって fxr
が₈₀円になると輸出関連企業の採算レートが約₂₅％程度の損出が出ること
を示唆している。
　従って，プライマリバランスは無論のこと国債発行残高を国富の範囲以
内，即ち，GDP の範囲以内，少なくとも日本は国債発行残高を半減するこ
とを目指す必要性がある。日本の金融・経済政策の課題である。
　現在，世界全体の過剰流動性資金は約 ₁京円あると考えられており，変
動相場制下のこの過剰流動性資金は，グローバル経済において金融ショッ
クなど想定外の影響を与えることになるであろう。
　金本位貨幣と異なり非兌換制通貨は，通貨並びに財貨の供給が無限に可
能，一方，日本の実体経済は，人口減少により総需要が減少するので，米
国と比較して国富である GDP が一層減少する状況にある。
　変動相場制下では，供給は無限に可能であるが，総人口等の制約を受け
て，需要は有限である。従って，総人口が減少すると総 GDP が減少する
ので，GDPph＝GDP／総人口，GDP（輸出・輸入は均衡とする）国内の
総需要を一定とすると総人口減少比率だけ総需要である名目 GDP は減少
する。
　名目GDPの縮小は，【日本のGDPph／米国のGDPph＝GDPpp】の分
子が縮小または分母が拡大する。
　相対的に日本の GDPph は縮小，米国の GDPph は拡大し，相乗効果で
円高になると想定できるので，正常な実体経済下では，相対的に為替が円
高・デフレの拡大，輸出競争力が低下し，税収減による財政負担増となる。
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その結果，デフレを基礎条件とした政策に変更しない限り，徐々に豊かな
生活を侵食する。なお，異次元の金融緩和政策は，続けるほど結果的にそ
れに拍車をかける結果になり，さらに，ショックの原因になりかねないこ
とを予測している。
　総需要を増加させる対策は，人口の増加対策，国民所得の拡大策は，教
育，研究開発，付加価値生産性による総需要の拡大政策であろう。
　円安は，対象国通貨高であるので，fxr/GDPpp＝乖離率が二桁に拡大す
ると金利格差或いは過剰流動性の拡大が直接・間接，実体経済に影響し，
日米両国をはじめ関係国との経済がバランスを失い，関係国経済の安定成
長を阻害する要因になる。
　GDP 平価制理論は，平価で通貨の価値尺度が決まり，平価で等価交換
されるので，為替は安定する。そのため，企業の経営が公平に安定し，金
融・経済政策が容易になる効果が期待できる。
（4）　アベノミックスの問題点
　アベノミックスは，政策目標である異次元の金融緩和をインフレ率 ₂％
が定着するまで続ければ，政府の財政負担は年₈₀兆円ずつ拡大し，借金返
済額が増加する。仮に，インフレ率 ₂％が定着すれば，インフレ率だけ借
金返済が軽くなるが，国民の「真実の富」はインフレ率だけ目減りする。
一方，異次元の金融緩和を停止すれば，（₃）項のとおり，の円高・デフレ
に戻り， ₁ドル₇₀円台を目指すであろう。
　金融緩和を続けるとすれば，人口増加，研究開発による付加価値生産並
びに下層所得に厚い賃金体制および税の再配分などの対策がない限り，
GDP は増加せず，税収入が増加しないので，財政破たんによるハイパーイ
ンフレの可能性を秘めていると考えられる。
　なお，₂₀₁₆年，fxr₁₀₈.₇₉円，日本の外貨準備率は世界第₂位，₁兆₂,₄₈₀
億ドル約₁₃₅.₈兆円やその他の対外資産残高などがあるが，国と通貨の信用
を維持するためには動かすことができないであろう。
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　また，₂₀₁₅年，fxr₁₂₁.₀₄円，日本の純資産残高約₃₃₈兆円（海外資産残
高約₉₅₀兆円），日本経済が円高などで混乱する状況下では，長期資産は無
論のこと，短期資産も回帰しないであろう。これらの資産は国と通貨の信
用を支えているので，手を付けることは避けるべきであろう。
　日本の財政収支・政府財務残高が国富である GDP を超えることは，危
険水準を超えると認識すべきである。
　₂₀₁₅年時点で実体経済から算定した GDPpp が₇₃.₄₆円，fxr が₁₂₁.₀₄円，
fxr/GDPpp の同乖離率が₆₄.₇₈％に拡大し，プラザ合意の水準を超え，赤
信号が点灯したことに留意すべきである（表Ⅰ－ ₅－ ₃参照）。
　米国は，金融緩和を終わり，段階的に金利引き上げに入っており，ユー
ロもまた₂₀₁₈年から金融緩和政策を停止する意向であるが，アベノミック
スは，インフレ ₂％を維持できるまで年₈₀兆円の金融緩和を続けると宣言
している。
　アベノミックスは，資金供給を止めるとき，人口減少化の日本は総需要
が減少傾向にあるので，デフレ化の可能性が高く，fxr は₁₀₀円を切り上げ，
実体経済を基準値とした GDP 平価₈₀円前後を目指すことになろう。
　fxr が，₉₅円を切り上げ₈₀円台に入ると想定外の事件が起きやすい。全世
界の過剰流動性資金が（サイバー攻撃，ビットコインなどの仮想通貨，テ
ロなど）が引き金になり，金融ショックが起きかねないであろう。
Ⅴ．GDP 平価から fxr を検証
1）　実体経済と豊かな生活
　人口減少および所得格差が拡大し始めると消費性向が一層縮小し，豊か
な生活に亀裂が生じる。その結果，生命の維持が困難になった社会や貧し
い地域では，テロや紛争による社会不安が起こり，想定外の危機が「平和」
を侵し始める。
　変動相場制下の≪アベノミックスの fxr/GDPpp の乖離率50％を超える
円安は，変動相場制の終焉および資本主義と民主主義の危機を予告してい
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るようである≫
　相場理論は，経済格差・所得格差に拍車をかけ平和を脅かす理論であり
制度である。
2）　相場理論と制度の行方
　通貨の交換価値尺度が理論的に算定できない，相場理論，「理論値」不在
の為替レート，それらを正当化している変動相場制は，通貨と為替の本質
に反する誤った理論であり制度である。
　≪誤った理論並びに制度は，何れ，崩壊する可能性を秘めている≫
　3）　“相場”理論の弊害：通貨の交換価値尺度を相場で決める限り，理論
的で公正な通貨の「交換価値尺度」が算定できず，人間の欲望本能を各自
が制御できない限り，投機的心理要因が為替をオーバーシュートさせ，「勝
者と敗者」，「冨者と貧者」の拡大は，所得格差を拡大し，豊かな生活を阻
害し，世界の平和を脅かす。
　≪グロ－バル経済の原点に“相場”が位置を占めているからである≫
4）　基軸通貨の宿命と変遷
　基軸通貨は，取引通貨の約 ₁/₂ を占めており，さらに，外貨保有高のバ
ロメーターであるので，基軸通貨米ドルは，諸外国の決済通貨として保有
され，外貨不足を IMF は SDR で補っている。
　新興国は，先進国との貿易・投資によって資金が流入するので，経済成
長するに伴い，その国の通貨が高くなる。そのため，先進国の主要通貨，
特に基軸通貨ドルは，通貨安になる傾向がある。
　その事実は SDR のバスケットに入っている主要通貨の「価値尺度」の順
位が立証している。
　≪2013年 1 月 1 日現在で GDPpp 換算した SDR1に対する主要通貨は，
ポンド0.7372が最も高く，次いでユーロ0.7960，円1.0438，基軸通貨ドル
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1.4232，最も安い通貨で推移している。（修道商学57巻 1 号Ⅵ項参照）≫
　基軸通貨は，新興国通貨に対しては外貨不足を補うため，通貨安になる
宿命にある。
　世界経済が安定成長するためには，為替が安定することが必須条件であ
る。しかしながら，通貨の交換価値尺度が不在で，その上，非兌換制通貨
であるので，為替は安定できない。
　先進国は，強者の論理で，金融緩和を行使できるが，過剰流動性資金が
世界経済を撹乱し，安定成長を阻害する恐れがある。
　本論で論証してきた通り，通貨の価値尺度が，非兌換制通貨に相応しい
価値尺度を選択する必要があるが，国富である GDP 平価を尺度とする以
外に見当たらない。
　GDP 平価は，仮に，過剰流動性資金が，各国の実体経済に影響を与えて
も，通貨の価値尺度が平価によって通貨の等価交換を可能にし，インフ
レ・デフレに対する振幅がなく公正な通貨の価値尺で等価交換が可能であ
るので，経済は安定し成長する基本理論であり，制度になろう。
　 5 ）　新興国中国人民元およびインドルピーは基軸通貨になり得るか
　中国人民元は，現在，新興国通貨であるが，経済が先進国に成長するで
あろう。しかしながら，仮に，中国が一党独裁国家から民主国家に代わ
り，さらに，人民元の規制，並びに為替の規制管理が無くなるとすれば，
中国は国家並びに通貨の信認を得ることができ，確実に基軸通貨の地位を
得るであろう。
　中国に伝統的に伝わっている「中庸の精神」は，世界を平和に導く国家
になり得よう。その理由は，人口が先進国 ₁位，GDP が世界 ₁位となるの
で，基軸通貨としての資格を備えることは夢ではないが，民主主義国家の
資格を備えることが必須条件である。ただし，中国は，一人っ子政策によ
り人口減少が始まる中で，デフレが進行するとき，或いは民主主義国家に
移行する過程で，地域格差並びに所得格差がさらに拡大するとき，複数国
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に内部分裂する可能性を抱いている。
　他方，インドは，人口増加を続けており，中国を超える人口増加が予想
がされている。インドが，通貨と為替に規制のない先進国に成長し，民主
主義国家体制が維持できれば，世界の信認を得るので，インドルピーが世
界の基軸通貨になる可能性を秘めている。
お　わ　り　に
　21世紀に入り，IMF のバスケット方式に採用の主要通貨である日米欧先
進国通貨がショックを起こし始めた事実は，変動相場制の末期的現象であ
り，GDP を超える過剰流動性は，為替・金融市場をカジノ市場化し，変動
相場制の終焉を速めることになるであろう。
　次世代の為替制度は，為替を安定させる理論および制度が重要課題であ
るので，相場理論では不可能であろう。国富を基軸とする平価理論が最有
力理論であり制度となろう。
　本論が検証した事実は，“相場”が，通貨の「価値尺度」をオーバー
シュートさせ，“相場”が国富による「真実の価値尺度」を不在にしてい
る。
　国富による「真実の価値尺度」（GDP 平価）で比較検証しない限り，変
動相場制の問題点を理論的に解明できず，通貨の本質と為替の「等価交換」
の「価値尺度」を歪曲する。
　≪通貨および為替の本質に反する理論や制度は，必ず崩壊することを歴
史は立証するであろう≫
　上記の通り，変動相場制は価値尺度不在の“非論理性”の制度であり，
“相場”が投機的心理要因を市場に介入させる原因であり，“相場”が人の
欲望本能を揺さぶり，“相場”が為替レートを不安定にする原因であること
を実証している。その結果，仮想通貨や“相場”で為替・金融市場が「カ
ジノ市場化」しつつあるので，金融ショックの温床であろう。
　通貨の価値尺度を理論的根拠のある平価で為替を安定させない限り，国
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富である「真実の富」は増加し難いので，豊かな暮らしによる平和の実現
が遠のくであろう。
　通貨の価値尺度の根拠なき変動相場制が，資本主義を崩壊させると感じ
るのは，筆者だけであろうか。
　豊かな生活で平和な経済社会が実現するためには，通貨と為替の本質を
再認識し，為替の安定条件を満たす GDP 平価理論が次世代の為替理論と
制度の参考になることを願っている。
修道商学　第 58 巻　第 2号
─　　─90
日本 日本 日本 日本 米国 米国 米国 米国
名目 GDP 同成長率 総人口 前年比率 名目 GDP 同成長率 総人口 前年比率
₁₉₅₀ ₀.₈₃₅₉ ₂₈₄₈ ₁.₅₂₂₇
₁₉₅₁ ₀.₈₄₉₆ ₃₂₈₇ ₁.₅₄₈₈
1952 62170 1.0000 0.8625 1.0000 3457 1.0000 1.5755 1.0000
₁₉₅₃ ₇₀₁₆₀ ₁.₁₂₈₅ ₀.₈₇₄₅ ₁.₀₁₃₉ ₃₆₄₆ ₁.₀₅₄₇ ₁.₆₀₁₈ ₁.₀₁₆₇
₁₉₅₄ ₇₇₉₇₀ ₁.₁₁₁₃ ₀.₈₈₇₆ ₁.₀₁₅₀ ₃₆₄₅ ₀.₉₉₉₇ ₁.₆₃₀₃ ₁.₀₁₇₈
₁₉₅₅ ₈₅₉₆₀ ₁.₁₀₂₅ ₀.₈₉₈₂ ₁.₀₁₁₉ ₃₉₇₃ ₁.₀₉₀₀ ₁.₆₅₉₃ ₁.₀₁₇₈
₁₉₅₆ ₈₇₀₆₀ ₁.₀₁₂₈ ₀.₉₀₇₆ ₁.₀₁₀₅ ₄₁₈₅ ₁.₀₅₃₄ ₁.₆₈₉₀ ₁.₀₁₇₉
₁₉₅₇ ₁₁₀₇₄₀ ₁.₂₇₂₀ ₀.₉₁₅₆ ₁.₀₀₈₈ ₄₄₀₅ ₁.₀₅₂₆ ₁.₇₁₉₈ ₁.₀₁₈₂
₁₉₅₈ ₁₁₅₈₁₀ ₁.₀₄₅₈ ₀.₉₂₃₆ ₁.₀₀₈₇ ₄₄₆₆ ₁.₀₁₃₈ ₁.₇₄₈₈ ₁.₀₁₆₉
₁₉₅₉ ₁₂₉₃₃₀ ₁.₁₁₆₇ ₀.₉₃₂₉ ₁.₀₁₀₁ ₄₈₄₀ ₁.₀₈₃₇ ₁.₇₇₈₃ ₁.₀₁₆₉
₁₉₆₀ ₁₅₅₀₄₀ ₁.₁₉₈₈ ₀.₉₄₁₀ ₁.₀₀₈₇ ₅₀₃₅ ₁.₀₄₀₃ ₁.₈₀₆₈ ₁.₀₁₆₀
₁₉₆₁ ₁₉₁₆₁₀ ₁.₂₃₅₉ ₀.₉₄₉₅ ₁.₀₀₉₀ ₅₂₀₂ ₁.₀₃₃₂ ₁.₈₃₆₉ ₁.₀₁₆₇
₁₉₆₂ ₂₁₂₅₂₀ ₁.₁₀₉₁ ₀.₉₅₈₃ ₁.₀₀₉₃ ₅₆₀₂ ₁.₀₇₆₉ ₁.₈₆₅₄ ₁.₀₁₅₅
₁₉₆₃ ₂₄₅₄₁₀ ₁.₁₅₄₈ ₀.₉₆₈₁ ₁.₀₁₀₂ ₅₉₁₁ ₁.₀₅₅₂ ₁.₈₉₂₄ ₁.₀₁₄₅
₁₉₆₄ ₂₉₀₁₄₀ ₁.₁₈₂₃ ₀.₉₇₈₃ ₁.₀₁₀₅ ₆₃₁₄ ₁.₀₆₈₂ ₁.₉₁₈₉ ₁.₀₁₄₀
₁₉₆₅ ₃₂₁₆₃₀ ₁.₁₀₈₅ ₀.₉₈₈₈ ₁.₀₁₀₇ ₆₈₃₄ ₁.₀₈₂₄ ₁.₉₄₃₀ ₁.₀₁₂₆
1966 ₃₇₄₆₃₀ ₁.₁₆₄₈ ₀.₉₉₇₉ ₁.₀₀₉₂ ₇₄₈₈ ₁.₀₉₅₇ ₁.₉₆₅₆ ₁.₀₁₁₆
1967 441790 1.1793 1.0830 1.0853 7918 1.0574 1.9871 1.0109
₁₉₆₈ ₅₂₇₅₃₀ ₁.₁₉₄₁ ₁.₀₁₉₆ ₀.₉₄₁₅ ₈₆₃₇ ₁.₀₉₀₈ ₂.₀₀₇₁ ₁.₀₁₀₁
₁₉₆₉ ₆₁₇₇₉₀ ₁.₁₇₁₁ ₁.₀₃₁₇ ₁.₀₁₁₉ ₉₃₁₁ ₁.₀₇₈₀ ₂.₀₂₆₈ ₁.₀₀₉₈
₁₉₇₀ ₇₃₆₅₉₀ ₁.₁₉₂₃ ₁.₀₄₃₄ ₁.₀₁₁₃ ₉₇₇₈ ₁.₀₅₀₂ ₂.₀₄₈₈ ₁.₀₁₀₉
₁₉₇₁ ₈₁₀₂₄₀ ₁.₁₀₀₀ ₁.₀₅₆₉ ₁.₀₁₂₉ ₁₁₂₈₆ ₁.₁₅₄₂ ₂.₀₇₀₅ ₁.₀₁₀₆
1972 ₉₂₃₉₄₀ ₁.₁₄₀₃ ₁.₀₇₁₈ ₁.₀₁₄₁ ₁₂₄₀₄ ₁.₀₉₉₁ ₂.₀₈₈₅ ₁.₀₀₈₇
1973 1124980 1.2176 1.0870 1.0142 13855 1.1170 2.1041 1.0075
₁₉₇₄ ₁₃₄₂₄₄₀ ₁.₁₉₃₃ ₁.₁₀₁₆ ₁.₀₁₃₄ ₁₅₀₁₀ ₁.₀₈₃₄ ₂.₁₃₈₅ ₁.₀₁₆₃
₁₉₇₅ ₁₄₈₃₂₇₀ ₁.₁₀₄₉ ₁.₁₁₅₇ ₁.₀₁₂₈ ₁₆₃₅₂ ₁.₀₈₉₄ ₂.₁₅₉₇ ₁.₀₀₉₉
₁₉₇₆ ₁₆₆₇₅₃₀ ₁.₁₂₄₂ ₁.₁₂₇₇ ₁.₀₁₀₈ ₁₈₂₃₉ ₁.₁₁₅₄ ₂.₁₈₀₄ ₁.₀₀₉₆
₁₉₇₇ ₁₈₅₆₂₂₀ ₁.₁₁₃₂ ₁.₁₃₈₆ ₁.₀₀₉₇ ₂₀₃₁₄ ₁.₁₁₃₈ ₂.₂₀₂₄ ₁.₀₁₀₁
₁₉₇₈ ₂₀₄₄₀₄₀ ₁.₁₀₁₂ ₁.₁₄₉₀ ₁.₀₀₉₁ ₂₂₉₅₉ ₁.₁₃₀₂ ₂.₂₂₅₉ ₁.₀₁₀₇
₁₉₇₉ ₂₂₁₅₄₇₀ ₁.₀₈₃₉ ₁.₁₅₈₇ ₁.₀₀₈₄ ₂₅₆₆₄ ₁.₁₁₇₈ ₂.₂₅₀₆ ₁.₀₁₁₁
₁₉₈₀ ₂₄₃₂₃₅₀ ₁.₀₉₇₉ ₁.₁₆₈₁ ₁.₀₀₈₁ ₂₇₉₅₆ ₁.₀₈₉₃ ₂.₂₇₇₆ ₁.₀₁₂₀
₁₉₈₁ ₂₆₁₀₂₈₀ ₁.₀₇₃₂ ₁.₁₇₆₆ ₁.₀₀₇₃ ₃₁₃₁₃ ₁.₁₂₀₁ ₂.₂₉₉₄ ₁.₀₀₉₆
₁₉₈₂ ₂₇₄₀₅₀₀ ₁.₀₄₉₉ ₁.₁₈₄₈ ₁.₀₀₇₀ ₃₂₅₉₂ ₁.₀₄₀₈ ₂.₃₂₁₇ ₁.₀₀₉₇
₁₉₈₃ ₂₈₅₅₇₉₀ ₁.₀₄₂₁ ₁.₁₉₃₁ ₁.₀₀₇₀ ₃₅₃₄₉ ₁.₀₈₄₆ ₂.₃₄₃₀ ₁.₀₀₉₂
表Ⅰｰ1ｰ1．日米名目 GDP と同成長率および同総人口と同前年比伸び率の推移
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₁₉₈₄ ₃₀₄₈₅₉₀ ₁.₀₆₇₅ ₁.₂₀₀₈ ₁.₀₀₆₅ ₃₉₃₂₇ ₁.₁₁₂₅ ₂.₃₆₃₇ ₁.₀₀₈₈
1985 ₃₂₅₇₉₂₀ ₁.₀₆₈₇ ₁.₂₀₈₄ ₁.₀₀₆₃ ₄₂₁₃₀ ₁.₀₇₁₃ ₂.₃₈₄₉ ₁.₀₀₉₀
1986 3409480 1.0465 1.2149 1.0054 44529 1.0569 2.4068 1.0092
₁₉₈₇ ₃₅₅₈₃₇₀ ₁.₀₄₃₇ ₁.₂₂₀₉ ₁.₀₀₄₉ ₄₇₄₂₅ ₁.₀₆₅₀ ₂.₄₂₈₄ ₁.₀₀₉₀
₁₉₈₈ ₃₈₁₅₇₉₀ ₁.₀₇₂₃ ₁.₂₂₅₈ ₁.₀₀₄₀ ₅₁₀₈₃ ₁.₀₇₇₁ ₂.₄₅₀₆ ₁.₀₀₉₁
₁₉₈₉ ₄₀₉₆₀₂₀ ₁.₀₇₃₄ ₁.₂₃₀₇ ₁.₀₀₄₀ ₅₄₈₉₁ ₁.₀₇₄₅ ₂.₄₇₃₄ ₁.₀₀₉₃
₁₉₉₀ ₄₄₁₉₁₅₀ ₁.₀₇₈₉ ₁.₂₃₄₈ ₁.₀₀₃₃ ₅₈₀₃₂ ₁.₀₅₇₂ ₂.₄₉₉₅ ₁.₀₁₀₆
1991 ₄₆₉₂₃₀₀ ₁.₀₆₁₈ ₁.₂₃₉₇ ₁.₀₀₄₀ ₅₉₈₆₂ ₁.₀₃₁₅ ₂.₅₈₄₀ ₁.₀₃₃₈
₁₉₉₂ ₄₈₁₅₈₂₀ ₁.₀₂₆₃ ₁.₂₄₃₇ ₁.₀₀₃₂ ₆₃₁₈₉ ₁.₀₅₅₆ ₂.₆₁₁₉ ₁.₀₁₀₈
₁₉₉₃ ₄₈₆₅₁₉₀ ₁.₀₁₀₃ ₁.₂₄₇₅ ₁.₀₀₃₁ ₆₆₄₂₃ ₁.₀₅₁₂ ₂.₆₄₀₇ ₁.₀₁₁₀
₁₉₉₄ ₄₉₁₈₃₅₀ ₁.₀₁₀₉ ₁.₂₅₁₂ ₁.₀₀₃₀ ₇₀₅₄₃ ₁.₀₆₂₀ ₂.₆₆₉₉ ₁.₀₁₁₁
1995 ₄₉₇₇₃₉₀ ₁.₀₁₂₀ ₁.₂₅₄₇ ₁.₀₀₂₈ ₇₄₀₀₅ ₁.₀₄₉₁ ₂.₆₉₉₅ ₁.₀₁₁₁
₁₉₉₆ ₅₁₀₈₀₂₀ ₁.₀₂₆₂ ₁.₂₅₈₂ ₁.₀₀₂₈ ₇₈₁₃₂ ₁.₀₅₅₈ ₂.₇₂₉₂ ₁.₀₁₁₀
₁₉₉₇ ₅₂₁₈₆₂₀ ₁.₀₂₁₇ ₁.₂₆₁₅ ₁.₀₀₂₆ ₈₃₀₀₈ ₁.₀₆₂₄ ₂.₇₅₉₃ ₁.₀₁₁₀
₁₉₉₈ ₅₀₄₉₀₅₀ ₀.₉₆₇₅ ₁.₂₆₂₉ ₁.₀₀₁₁ ₈₇₉₃₅ ₁.₀₅₉₄ ₂.₈₁₀₈ ₁.₀₁₈₇
1999 4796290 0.9499 1.2650 1.0017 93535 1.0637 2.8453 1.0123
₂₀₀₀ ₅₀₉₈₆₀₀ ₁.₀₆₃₀ ₁.₂₅₇₂ ₀.₉₉₃₈ ₉₉₅₁₅ ₁.₀₆₃₉ ₂.₈₂₅₀ ₀.₉₉₂₉
₂₀₀₁ ₅₀₅₅₄₃₀ ₀.₉₉₁₅ ₁.₂₅₈₉ ₁.₀₀₁₄ ₁₀₂₈₆₂ ₁.₀₃₃₆ ₂.₈₇₅₃ ₁.₀₁₇₈
₂₀₀₂ ₄₉₉₁₄₇₀ ₀.₉₈₇₃ ₁.₂₆₂₅ ₁.₀₀₂₉ ₁₀₆₄₂₃ ₁.₀₃₄₆ ₂.₉₀₂₇ ₁.₀₀₉₅
₂₀₀₃ ₄₉₈₈₅₅₀ ₀.₉₉₉₄ ₁.₂₆₅₂ ₁.₀₀₂₁ ₁₁₁₄₂₂ ₁.₀₄₇₀ ₂.₉₂₈₈ ₁.₀₀₉₀
₂₀₀₄ ₅₀₃₇₂₅₀ ₁.₀₀₉₈ ₁.₂₆₇₇ ₁.₀₀₂₀ ₁₁₈₅₃₃ ₁.₀₆₃₈ ₂.₉₅₄₉ ₁.₀₀₈₉
₂₀₀₅ ₅₀₃₉₀₃₀ ₁.₀₀₀₄ ₁.₂₆₉₈ ₁.₀₀₁₇ ₁₂₆₂₃₀ ₁.₀₆₄₉ ₂.₉₈₁₇ ₁.₀₀₉₁
₂₀₀₆ ₅₀₆₆₈₇₀ ₁.₀₀₅₅ ₁.₂₇₁₄ ₁.₀₀₁₃ ₁₃₃₇₇₂ ₁.₀₅₉₇ ₃.₀₀₉₄ ₁.₀₀₉₃
₂₀₀₇ ₅₁₂₉₇₅₀ ₁.₀₁₂₄ ₁.₂₇₂₅ ₁.₀₀₀₉ ₁₄₀₂₈₇ ₁.₀₄₈₇ ₃.₀₈₇₉ ₁.₀₂₆₁
2008 ₅₀₁₂₀₉₀ ₀.₉₇₇₁ ₁.₂₇₃₂ ₁.₀₀₀₆ ₁₄₂₉₁₆ ₁.₀₁₈₇ ₃.₀₆₆₆ ₀.₉₉₃₁
₂₀₀₉ ₄₇₁₁₃₉₀ ₀.₉₄₀₀ ₁.₂₇₃₅ ₁.₀₀₀₂ ₁₃₉₇₃₇ ₀.₉₇₇₈ ₃.₀₉₄₉ ₁.₀₀₉₂
₂₀₁₀ ₄₈₂₃₈₄₀ ₁.₀₂₃₉ ₁.₂₇₃₂ ₀.₉₉₉₈ ₁₄₉₆₄₄ ₁.₀₇₀₉ ₃.₁₂₂₅ ₁.₀₀₈₉
₂₀₁₁ ₄₇₁₃₁₁₀ ₀.₉₇₇₀ ₁.₂₇₂₅ ₀.₉₉₉₅ ₁₅₅₁₇₉ ₁.₀₃₇₀ ₃.₁₄₉₁ ₁.₀₀₈₅
2012 4949570 1.0502 1.2714 0.9991 161553 1.0411 3.1480 0.9997
2013 ₅₀₃₁₇₆₀ ₁.₀₁₆₆ ₁.₂₆₉₈ ₀.₉₉₈₇ ₁₆₆₉₁₅ ₁.₀₃₃₂ ₃.₁₇₁₄ ₁.₀₀₇₄
2014 ₅₁₃₆₉₈₀ ₁.₀₂₀₉ ₁.₂₆₇₉ ₀.₉₉₈₅ ₁₇₃₉₃₁ ₁.₀₄₂₀ ₃.₁₉₄₅ ₁.₀₀₇₃
2015 ₅₃₀₅₄₅₀ ₁.₀₃₂₈ ₁.₂₆₅₇ ₀.₉₉₈₃ ₁₈₀₃₆₇ ₁.₀₃₇₀ ₃.₂₁₇₇ ₁.₀₀₇₃
出所：①IFS 統計 Yearbook ₁₉₇₉より₁₉₅₀－₁₉₇₂年までの統計を採用
　　　②IFS 統計 Yearbook ₂₀₀₂より₁₉₇₃－₁₉₉₇年までの統計を採用
　　　③IFS 統計 Yearbook ₂₀₁₀より₁₉₉₈－₂₀₀₃年までの統計を採用
　　　④IFS 統計 Yearbook ₂₀₁₆より₂₀₀₄－₂₀₁₁年までの統計を採用
　　　⑤IFS 統計 Feb. ₂₀₁₇より₂₀₁₂－₂₀₁₆年の統計を作成した。
修道商学　第 58 巻　第 2号
─　　─92
表Ⅰｰ1ｰ2．日米の GDP 並びに人口の中期平均値・予測値および平均乖離率の推移
日本 GDP 米国 GDP 日米 GDP 日本人口 米国人口 日米人口
年平均 年平均 平均 平均 平均 平均
成長率 成長率 乖離率 成長率 成長率 乖離率
₅₂～₇₂年平均値 ₁.₀₇₇₀ ₁.₀₆₃₃ ₀.₀₁₂₉ ₁.₀₁₀₆ ₁.₀₁₃₅ （₀.₀₀₂₉）
₅₂～₆₆年平均値 ₁.₁₂₉₆ ₁.₀₅₃₃ ₀.₀₇₂₄ ₁.₀₀₉₈ ₁.₀₁₄₉ （₀.₀₀₅₀）
₆₇～₇₂年平均値 ₁.₁₆₂₈ ₁.₀₈₈₃ ₀.₀₆₈₅ ₁.₀₁₂₈ ₁.₀₂₉₁ （₀.₀₁₅₈）
₇₃～₁₂年平均値 ₁.₀₄₄₄ ₁.₀₆₆₇ （₀.₀₂₀₉） ₁.₀₀₄₃ ₁.₀₆₆₇ （₀.₀₅₈₅）
₇₃～₈₅年平均値 ₁.₁₀₂₉ ₁.₀₉₈₉ ₀.₀₀₃₆ ₁.₀₀₉₃ ₁.₀₉₈₉ （₀.₀₈₁₅）
₈₆～₉₅年平均値 ₁.₀₄₃₆ ₁.₀₅₈₀ （₀.₀₁₃₆） ₁.₀₀₃₈ ₁.₀₅₈₀ （₀.₀₅₁₂）
₉₆～₀₇年平均値 ₁.₀₀₂₉ ₁.₀₅₈₄ （₀.₀₅₂₄） ₁.₀₀₁₂ ₁.₀₅₄₈ （₀.₀₅₀₈）
₀₈～₁₂年平均値 ₀.₉₉₃₆ ₁.₀₂₉₁ （₀.₀₃₄₅） ₀.₉₉₉₈ ₁.₀₂₉₁ （₀.₀₂₈₅）
資料：統計は表Ⅰ－ ₁ － ₁ の出所の統計より作成
神田：不安定な為替の変動は企業の安定と人々の豊な生活を脅かす
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日本 米国 ¥GDPph $GDPph
¥GDPph $GDPph 前年比率 前年比率
₁₉₅₀  ₁₈₇₀.₄
₁₉₅₁  ₂₁₂₂.₃
1952   720.8  2194.2 1.0000 1.0000
₁₉₅₃   ₈₀₂.₃  ₂₂₇₆.₂ ₁.₁₁₃₀ ₁.₀₃₇₄
₁₉₅₄   ₈₇₈.₄  ₂₂₃₅.₈ ₁.₀₉₄₉ ₀.₉₈₂₂
₁₉₅₅   ₉₅₇.₀  ₂₃₉₄.₄ ₁.₀₈₉₅ ₁.₀₇₀₉
₁₉₅₆   ₉₅₉.₂  ₂₄₇₇.₈ ₁.₀₀₂₃ ₁.₀₃₄₈
₁₉₅₇  ₁₂₀₉.₅  ₂₅₆₁.₃ ₁.₂₆₀₉ ₁.₀₃₃₇
₁₉₅₈  ₁₂₅₃.₉  ₂₅₅₃.₈ ₁.₀₃₆₇ ₀.₉₉₇₀
₁₉₅₉  ₁₃₈₆.₃  ₂₇₂₁.₇ ₁.₁₀₅₆ ₁.₀₆₅₈
₁₉₆₀  ₁₆₄₇.₆  ₂₇₈₆.₇ ₁.₁₈₈₅ ₁.₀₂₃₉
₁₉₆₁  ₂₀₁₈.₀  ₂₈₃₁.₉ ₁.₂₂₄₈ ₁.₀₁₆₂
₁₉₆₂  ₂₂₁₇.₇  ₃₀₀₃.₁ ₁.₀₉₈₉ ₁.₀₆₀₄
₁₉₆₃  ₂₅₃₅.₀  ₃₁₂₃.₅ ₁.₁₄₃₁ ₁.₀₄₀₁
₁₉₆₄  ₂₉₆₅.₈  ₃₂₉₀.₄ ₁.₁₆₉₉ ₁.₀₅₃₄
₁₉₆₅  ₃₂₅₂.₇  ₃₅₁₇.₂ ₁.₀₉₆₈ ₁.₀₆₈₉
₁₉₆₆  ₃₇₅₄.₂  ₃₈₀₉.₅ ₁.₁₅₄₂ ₁.₀₈₃₁
1967  4079.3  3984.7 1.0866 1.0460
₁₉₆₈  ₅₁₇₃.₉  ₄₃₀₃.₂ ₁.₂₆₈₃ ₁.₀₇₉₉
₁₉₆₉  ₅₉₈₈.₁  ₄₅₉₃.₉ ₁.₁₅₇₄ ₁.₀₆₇₆
₁₉₇₀  ₇₀₅₉.₅  ₄₇₇₂.₅ ₁.₁₇₈₉ ₁.₀₃₈₉
₁₉₇₁  ₇₆₆₆.₂  ₅₄₅₀.₉ ₁.₀₈₅₉ ₁.₁₄₂₁
₁₉₇₂  ₈₆₂₀.₅  ₅₉₃₉.₂ ₁.₁₂₄₅ ₁.₀₈₉₆
1973 10349.4  6584.8 1.2006 1.1087
₁₉₇₄ ₁₂₁₈₆.₃  ₇₀₁₈.₉ ₁.₁₇₇₅ ₁.₀₆₅₉
₁₉₇₅ ₁₃₂₉₄.₅  ₇₅₇₁.₄ ₁.₀₉₀₉ ₁.₀₇₈₇
₁₉₇₆ ₁₄₇₈₇.₀  ₈₃₆₅.₀ ₁.₁₁₂₃ ₁.₁₀₄₈
₁₉₇₇ ₁₆₃₀₂.₇  ₉₂₂₃.₆ ₁.₁₀₂₅ ₁.₁₀₂₆
₁₉₇₈ ₁₇₇₈₉.₇ ₁₀₃₁₄.₅ ₁.₀₉₁₂ ₁.₁₁₈₃
₁₉₇₉ ₁₉₁₂₀.₃ ₁₁₄₀₃.₂ ₁.₀₇₄₈ ₁.₁₀₅₆
₁₉₈₀ ₂₀₈₂₃.₁ ₁₂₂₇₄.₃ ₁.₀₈₉₁ ₁.₀₇₆₄
₁₉₈₁ ₂₂₁₈₄.₉ ₁₃₆₁₇.₉ ₁.₀₆₅₄ ₁.₁₀₉₅
₁₉₈₂ ₂₃₁₃₀.₅ ₁₄₀₃₈.₀ ₁.₀₄₂₆ ₁.₀₃₀₈
表Ⅰｰ2．日米の ¥GDPph，$GDPph およびその前年比の推移
₁₉₈₃ ₂₃₉₃₅.₉ ₁₅₀₈₇.₁ ₁.₀₃₄₈ ₁.₀₇₄₇
₁₉₈₄ ₂₅₃₈₈.₀ ₁₆₆₃₇.₉ ₁.₀₆₀₇ ₁.₁₀₂₈
₁₉₈₅ ₂₆₉₆₀.₆ ₁₇₆₆₅.₃ ₁.₀₆₁₉ ₁.₀₆₁₈
1986 28063.9 18501.3 1.0409 1.0473
₁₉₈₇ ₂₉₁₄₅.₅ ₁₉₅₂₉.₃ ₁.₀₃₈₅ ₁.₀₅₅₆
₁₉₈₈ ₃₁₁₂₉.₀ ₂₀₈₄₅.₁ ₁.₀₆₈₁ ₁.₀₆₇₄
₁₉₈₉ ₃₃₂₈₂.₀ ₂₂₁₉₂.₅ ₁.₀₆₉₂ ₁.₀₆₄₆
₁₉₉₀ ₃₅₇₈₈.₄ ₂₃₂₁₇.₄ ₁.₀₇₅₃ ₁.₀₄₆₂
₁₉₉₁ ₃₇₈₅₀.₃ ₂₃₁₆₆.₄ ₁.₀₅₇₆ ₀.₉₉₇₈
₁₉₉₂ ₃₈₇₂₁.₇ ₂₄₁₉₂.₇ ₁.₀₂₃₀ ₁.₀₄₄₃
₁₉₉₃ ₃₈₉₉₉.₅ ₂₅₁₅₃.₆ ₁.₀₀₇₂ ₁.₀₃₉₇
₁₉₉₄ ₃₉₃₀₉.₁ ₂₆₄₂₁.₆ ₁.₀₀₇₉ ₁.₀₅₀₄
₁₉₉₅ ₃₉₆₇₀.₀ ₂₇₄₁₄.₃ ₁.₀₀₉₂ ₁.₀₃₇₆
₁₉₉₆ ₄₀₅₉₇.₈ ₂₈₆₂₈.₂ ₁.₀₂₃₄ ₁.₀₄₄₃
₁₉₉₇ ₄₁₃₆₈.₄ ₃₀₀₈₃.₀ ₁.₀₁₉₀ ₁.₀₅₀₈
₁₉₉₈ ₃₉₉₇₉.₈ ₃₁₂₈₄.₇ ₀.₉₆₆₄ ₁.₀₃₉₉
1999 37915.3 32873.5 0.9484 1.0508
₂₀₀₀ ₄₀₅₅₅.₂ ₃₅₂₂₆.₅ ₁.₀₆₉₆ ₁.₀₇₁₆
₂₀₀₁ ₄₀₁₅₇.₅ ₃₅₇₇₄.₄ ₀.₉₉₀₂ ₁.₀₁₅₆
₂₀₀₂ ₃₉₅₃₆.₄ ₃₆₆₆₃.₅ ₀.₉₈₄₅ ₁.₀₂₄₉
₂₀₀₃ ₃₉₄₂₈.₉ ₃₈₀₄₃.₆ ₀.₉₉₇₃ ₁.₀₃₇₆
₂₀₀₄ ₃₉₇₃₅.₃ ₄₀₁₁₄.₀ ₁.₀₀₇₈ ₁.₀₅₄₄
₂₀₀₅ ₃₉₆₈₃.₇ ₄₂₃₃₄.₉ ₀.₉₉₈₇ ₁.₀₅₅₄
₂₀₀₆ ₃₉₈₅₂.₇ ₄₄₄₅₁.₄ ₁.₀₀₄₃ ₁.₀₅₀₀
₂₀₀₇ ₄₀₃₁₂.₄ ₄₅₄₃₁.₂ ₁.₀₁₁₅ ₁.₀₂₂₀
₂₀₀₈ ₃₉₃₆₆.₁ ₄₆₆₀₄.₁ ₀.₉₇₆₅ ₁.₀₂₅₈
₂₀₀₉ ₃₆₉₉₅.₆ ₄₅₁₅₀.₇ ₀.₉₃₉₈ ₀.₉₆₈₈
₂₀₁₀ ₃₇₈₈₇.₅ ₄₇₉₂₄.₄ ₁.₀₂₄₁ ₁.₀₆₁₄
₂₀₁₁ ₃₇₀₃₈.₂ ₄₉₂₇₇.₃ ₀.₉₇₇₆ ₁.₀₂₈₂
2012 38930.1 51319.3 1.0511 1.0414
₂₀₁₃ ₃₉₆₂₆.₄ ₅₂₆₃₁.₃ ₁.₀₁₇₉ ₁.₀₂₅₆
₂₀₁₄ ₄₀₅₁₅.₇ ₅₄₄₄₇.₀ ₁.₀₂₂₄ ₁.₀₃₄₅
₂₀₁₅ ₄₁₉₁₇.₁ ₅₆₀₅₄.₆ ₁.₀₃₄₆ ₁.₀₂₉₅
注：GDPph=GDP÷総人口
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（¥/$）
fxr
（¥/$）
GDPpp
（$/¥）
GDPpp
₁₉₅₀ ₃.₆₁₀₀
₁₉₅₁ ₃.₆₁₀₀
1952 3.6100 3.0441 ₀.₃₂₈₅
₁₉₅₃ ₃.₆₀₀₀ 2.8371 ₀.₃₅₂₅
₁₉₅₄ ₃.₆₀₀₀ 2.5452 ₀.₃₉₂₉
₁₉₅₅ ₃.₆₀₀₀ 2.5019 ₀.₃₉₉₇
₁₉₅₆ ₃.₆₀₀₀ 2.5831 ₀.₃₈₇₁
₁₉₅₇ ₃.₆₀₀₀ 2.1177 ₀.₄₇₂₂
₁₉₅₈ ₃.₆₀₀₀ 2.0367 ₀.₄₉₁₀
₁₉₅₉ ₃.₆₀₀₀ 1.9633 ₀.₅₀₉₄
₁₉₆₀ ₃.₆₀₀₀ 1.6914 ₀.₅₉₁₂
₁₉₆₁ ₃.₆₀₀₀ 1.4033 ₀.₇₁₂₆
₁₉₆₂ ₃.₆₀₀₀ 1.3542 ₀.₇₃₈₅
₁₉₆₃ ₃.₆₀₀₀ 1.2322 ₀.₈₁₁₆
₁₉₆₄ ₃.₆₀₀₀ 1.1095 ₀.₉₀₁₃
₁₉₆₅ ₃.₆₀₀₀ 1.0813 ₀.₉₂₄₈
₁₉₆₆ ₃.₆₀₀₀ 1.0147 ₀.₉₈₅₅
1967 3.6000 1.0237 ₀.₉₇₆₈
₁₉₆₈ ₃.₆₀₀₀ 1.2023 ₀.₈₃₁₇
₁₉₆₉ ₃.₆₀₀₀ 1.3035 ₀.₇₆₇₂
₁₉₇₀ ₃.₆₀₀₀ 1.4792 ₀.₆₇₆₀
1971 ₃.₄₉₈₃ 1.4064 ₀.₇₁₁₀
1972 3.0311 1.4515 ₀.₆₈₉₀
1973 2.7170 1.5717 ₀.₆₃₆₂
₁₉₇₄ ₂.₉₂₀₈ 1.7362 ₀.₅₇₆₀
₁₉₇₅ ₂.₉₆₇₉ 1.7559 ₀.₅₆₉₅
₁₉₇₆ ₂.₉₆₅₅ 1.7677 ₀.₅₆₅₇
₁₉₇₇ ₂.₆₈₅₁ 1.7675 ₀.₅₆₅₈
1978 2.1044 1.7247 ₀.₅₇₉₈
₁₉₇₉ ₂.₁₉₁₄ 1.6768 ₀.₅₉₆₄
₁₉₈₀ ₂.₂₆₇₄ 1.6965 ₀.₅₈₉₅
₁₉₈₁ ₂.₂₀₅₄ 1.6291 ₀.₆₁₃₈
表Ⅰｰ3．為替レート（¥/$）fxr（¥/$）GDPpp および（$/¥）GDPpp の推移
₁₉₈₂ ₂.₄₉₀₈ 1.6477 ₀.₆₀₆₉
₁₉₈₃ ₂.₃₇₅₁ 1.5865 ₀.₆₃₀₃
₁₉₈₄ ₂.₃₇₅₂ 1.5259 ₀.₆₅₅₃
1985 2.3854 1.5262 ₀.₆₅₅₂
1986 1.6852 1.5169 ₀.₆₅₉₃
₁₉₈₇ 1.4464 1.4924 ₀.₆₇₀₁
₁₉₈₈ ₁.₂₈₁₅ 1.4933 ₀.₆₆₉₆
₁₉₈₉ ₁.₃₇₉₆ 1.4997 ₀.₆₆₆₈
₁₉₉₀ ₁.₄₄₇₉ 1.5414 ₀.₆₄₈₇
1991 1.3471 1.6338 ₀.₆₁₂₁
₁₉₉₂ ₁.₂₆₆₅ 1.6006 ₀.₆₂₄₈
₁₉₉₃ ₁.₁₁₂₀ 1.5505 ₀.₆₄₅₀
₁₉₉₄ ₁.₀₂₂₁ 1.4878 ₀.₆₇₂₂
1995 0.9406 1.4471 ₀.₆₉₁₁
₁₉₉₆ 1.0878 1.4181 ₀.₇₀₅₂
₁₉₉₇ ₁.₂₀₉₉ 1.3751 ₀.₇₂₇₂
₁₉₉₈ 1.3091 1.2779 ₀.₇₈₂₅
1999 1.1391 1.1534 ₀.₈₆₇₀
₂₀₀₀ ₁.₀₇₇₇ 1.1513 ₀.₈₆₈₆
₂₀₀₁ ₁.₂₁₅₃ 1.1225 ₀.₈₉₀₉
₂₀₀₂ ₁.₂₅₃₉ 1.0784 ₀.₉₂₇₃
₂₀₀₃ ₁.₁₅₉₃ 1.0364 ₀.₉₆₄₉
2004 1.0819 0.9906 ₁.₀₀₉₅
₂₀₀₅ ₁.₁₀₂₂ 0.9374 ₁.₀₆₆₈
₂₀₀₆ ₁.₁₆₃₀ 0.8965 ₁.₁₁₅₄
₂₀₀₇ ₁.₁₇₇₅ 0.8873 ₁.₁₂₇₀
2008 1.0336 0.8447 ₁.₁₈₃₉
₂₀₀₉ ₀.₉₃₅₇ 0.8194 ₁.₂₂₀₄
₂₀₁₀ ₀.₈₇₇₈ 0.7906 ₁.₂₆₄₉
₂₀₁₁ ₀.₇₉₈₁ 0.7516 ₁.₃₃₀₄
2012 0.7979 0.7586 ₁.₃₁₈₂
₂₀₁₃ 0.9760 0.7529 ₁.₃₂₈₂
₂₀₁₄ 1.0595 0.7441 ₁.₃₄₃₉
₂₀₁₅ 1.2013 0.7478 ₁.₃₃₇₃
神田：不安定な為替の変動は企業の安定と人々の豊な生活を脅かす
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（¥/$）fxr/（¥/$）
GDPpp 乖離率
（$/¥）fxr/（$/¥）
GDPpp 乖離率
1952 ₁.₁₈₅₉ ₀.₈₄₃₂
₁₉₅₃ ₁.₂₆₈₉ ₀.₇₈₈₁
₁₉₅₄ ₁.₄₁₄₄ ₀.₇₀₇₀
₁₉₅₅ ₁.₄₃₈₉ ₀.₆₉₅₀
₁₉₅₆ ₁.₃₉₃₇ ₀.₇₁₇₅
₁₉₅₇ ₁.₆₉₉₉ ₀.₅₈₈₃
₁₉₅₈ ₁.₇₆₇₆ ₀.₅₆₅₇
₁₉₅₉ ₁.₈₃₃₇ ₀.₅₄₅₃
₁₉₆₀ ₂.₁₂₈₅ ₀.₄₆₉₈
₁₉₆₁ ₂.₅₆₅₃ ₀.₃₈₉₈
₁₉₆₂ ₂.₆₅₈₅ ₀.₃₇₆₂
₁₉₆₃ ₂.₉₂₁₆ ₀.₃₄₂₃
₁₉₆₄ ₃.₂₄₄₈ ₀.₃₀₈₂
₁₉₆₅ ₃.₃₂₉₃ ₀.₃₀₀₄
₁₉₆₆ ₃.₅₄₇₇ ₀.₂₈₁₉
1967 ₃.₅₁₆₅ ₀.₂₈₄₄
₁₉₆₈ ₂.₉₉₄₂ ₀.₃₃₄₀
₁₉₆₉ ₂.₇₆₁₉ ₀.₃₆₂₁
₁₉₇₀ ₂.₄₃₃₈ ₀.₄₁₀₉
₁₉₇₁ ₂.₄₈₇₄ ₀.₄₀₂₀
₁₉₇₂ ₂.₀₈₈₃ ₀.₄₇₈₉
1973 1.7287 0.5785
₁₉₇₄ 1.6823 0.5944
₁₉₇₅ 1.6903 0.5916
₁₉₇₆ 1.6776 0.5961
₁₉₇₇ 1.5192 0.6583
₁₉₇₈ 1.2201 0.8196
₁₉₇₉ 1.3069 0.7652
₁₉₈₀ 1.3365 0.7482
₁₉₈₁ 1.3538 0.7387
₁₉₈₂ 1.5117 0.6615
₁₉₈₃ 1.4971 0.6680
表Ⅰｰ4．円／ドル並びにドル／円の fxr と GDPpp の前年比乖離率の推移
₁₉₈₄ 1.5566 0.6424
1985 1.5630 0.6398
1986 1.1110 0.9001
1987 0.9692 1.0318
₁₉₈₈ 0.8581 1.1653
₁₉₈₉ 0.9199 1.0871
₁₉₉₀ 0.9393 1.0646
₁₉₉₁ 0.8245 1.2129
₁₉₉₂ 0.7913 1.2638
₁₉₉₃ 0.7172 1.3943
₁₉₉₄ 0.6870 1.4556
1995 0.6500 1.5384
₁₉₉₆ 0.7671 1.3036
₁₉₉₇ 0.8798 1.1366
₁₉₉₈ 1.0244 0.9762
1999 0.9876 1.0125
₂₀₀₀ 0.9361 1.0683
₂₀₀₁ 1.0827 0.9237
₂₀₀₂ 1.1628 0.8600
₂₀₀₃ 1.1186 0.8940
₂₀₀₄ 1.0922 0.9156
₂₀₀₅ 1.1758 0.8505
₂₀₀₆ 1.2972 0.7709
₂₀₀₇ 1.3270 0.7536
₂₀₀₈ 1.2236 0.8172
₂₀₀₉ 1.1420 0.8757
₂₀₁₀ 1.1103 0.9006
₂₀₁₁ 1.0618 0.9418
2012 1.0518 0.9507
₂₀₁₃ 1.2963 0.7714
₂₀₁₄ 1.4238 0.7023
₂₀₁₅ 1.6065 0.6225
注： IFS ₂₀₁₆年の year book より₂₀₁₂～₂₀₁₅年
の乖離率を算定した。
